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訪問リハビリテーションサービス重要事項説明書 
 

 

第１条（理念） 

社会福祉法人柏芳会田川新生病院（以下、「事業所」とします。）は、「地域の健康長寿に貢献する」

という理念のもと、いかなる場合においても「ご利用者様第一主義」を原則とした指定訪問リハビリ

テーションサービス（以下、「サービス」とします。）の提供に努めます。 

 

 

第２条（運営の方針） 

１．事業所は、地域との結びつきを重視し、居宅介護支援事業者、他の居宅サービス事業者、保険医療

サービス又は福祉サービスを行う者及び関係市区町村との密接な連携を図り、ご利用者様の社会的孤

立感の解消及び心身の機能の維持並びにご利用者様のご家族の身体的及び精神的負担の軽減を図り、

ご利用者様がその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、ご利用者様に対し、

当事業所において必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行います。 

２．事業所は、ご利用者様の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画

的にサービスを提供します。 

 

 

第３条（事業所の概要） 

１．事業所名 ：社会福祉法人柏芳会田川新生病院 

２．所在地  ：福岡県田川市大字夏吉 3638番地 

３． 電話番号 ：0947-44-0707 

４． 指定事業所番号：4015619432 

５．サービス提供地域：田川市、田川郡、飯塚、直方、行橋 

 

 

第４条（営業日及び営業時間） 

１．営業日 

   月曜日～土曜日（日曜日、年末年始は休みとする） 

２． 営業時間 

午前８時３０分から午後１７時００分まで。 

３． サービス提供時間 

午前８時３０分から午後１７時００分まで。 

※ サービス提供時間は、事前に居宅介護支援事業者等により作成された居宅サービス計画に基づ

くものとします。 
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第５条（当事業所の職員体制） 

職種 資格 常勤 非常勤 計 備考（兼任の有無等） 

管理者 医  師 1人  人   １人 通所リハとの兼務  

理学療法士 理学療法士   6 人    1 人    7 人 通所リハとの兼務  

作業療法士 作業療法士    2 人    人   2 人 通所リハとの兼務  

言語聴覚士 言語聴覚士   1人   人   1人 通所リハとの兼務  

 

 

第６条（管理者） 

管理者は、医業務及び、当事業所の従業者の管理及びサービスの利用の申込みに関する調整、業務

の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うものとします。また、法令等に規定されている指定訪

問リハビリテーション事業の実施に関して遵守すべき事項についての指揮命令を行うものとします。 

 

 

第７条（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士） 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士は、ご利用者様に対しＡＤＬの向上を図るため適切なリハビ

リテーションや指導、助言等を行うものとします。また、訪問リハビリテーション計画書の作成、交

付を行います。 

 

 

第８条（リハビリテーション実施計画書） 

１．事業者は、ご利用者様の心身の状況、ご希望、そのおかれている環境を踏まえて、リハビリテーシ

ョン等の目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した訪問リハビリテーション計画

書を作成します。 

２．訪問リハビリテーション計画書は、既に居宅サービス計画が作成されている場合には、当該居宅サ

ービス計画の内容に沿って作成するものとします。 

３．事業者は、作成した訪問リハビリテーション計画書をご利用者様又はそのご家族に対して、その内

容を説明し、ご利用者様の同意を頂くとともに、ご利用者様に交付するものとします。 

４．事業者は、訪問リハビリテーション計画書に沿ってサービスを提供するものとします。 

５．事業者は、ご利用者様について、訪問リハビリテーション計画に従ったサービスの実施状況及び目

標の達成状況の記録を行うものとします。 

６．事業者は、ご利用者様から訪問リハビリテーション計画の変更または中止の要請がある場合には、

状況を充分に調査し、医師又は居宅介護支援相談員の助言・指導に基づいて、訪問リハビリテーシ

ョン計画の内容を変更し又は中止します。 

 

 

第９条（サービス内容） 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士がご利用者様のご自宅に伺い、訪問リハビリテーションの提供

や日常生活上の相談・助言を行うものです。 

１． リハビリテーション 

主治医の情報をもとに、当院担当医の指示にて体力や機能の向上、低下を防ぐために必要な訓練

及び日常生活に必要な基本的動作を獲得するための訓練を行います。 
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２．相談・助言 

ご利用者様及びご家族の日常生活における介護等に関する相談及び助言を行います。 

 

 

第１０条（サービス利用料金） 

⒈ サービスの利用料金は、介護保険法令に定める介護給付費（介護報酬）に準拠した次の金額となり

ます。※以下の利用者負担額は 1割負担の場合です。利用者負担額は利用者の負担割合によって変動いたします。 

利用料金 

 料金 利用者負担額 

訪問リハビリテーション(１回あたり 20分) 3080円／日 308円／日 

訪問リハビリテーション(１回あたり 40分) 6160円／日 616円／日 

介護予防訪問リハビリテーション（１回あたり 20分) 2980円／日 298円／日 

介護予防訪問リハビリテーション（１回あたり 40分) 5960円／日 596円／日 

 

２．加算対象となるサービスを行った場合は、上記利用料金に以下の金額が加算されます。 

加算料金 

  加算料金 利用者負担額 

短期集中リハビリテーション実施加算 

(３ヵ月以内) 注 1) 
2,000円／日 200円／日 

サービス提供体制強化加算 注 2) 60円／20分 6円／20分 

リハビリテーションマネジメント加算（イ） 

(介護・介護予防) 注 3) 
1800円／月 180円／月 

リハビリテーションマネジメント加算（ロ） 

(介護・介護予防) 注 4) 
2130円／月 213円／月 

リハビリテーションマネジメント加算 

医師が利用者またはその家族に説明した場合 
2700円／月 270円／月 

訪問リハ計画診療未実施減算 注 5) 500円減算 50円減算 

口腔連携強化加算 注 6） 500円/1ヶ月 1回 50円/月 1回 

退院時共同指導加算 注 7） 6000円/回 600円/回 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算 注 8） 2400円/日 240円/日 

注１） 短期集中リハビリテーション実施加算は、退院(所)等から 3ヶ月以内となります。 

概ね１週間に２回以上、１回当たり４０分のリハビリテーションを行います。 

注２） サービス提供強化加算は、事業所のサービス従事者の経験年数が３年以上である場合に算定し

ます。 

注３） リハビリテーションマネジメント加算は、訪問リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に

評価し、必要に応じて見直していきます。 

注４） （注 3）に加え、利用者ごとのリハビリテーション計画書の内容等の情報を国へ提出し、フィー

ドバック情報等を活用します。 
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注５） 訪問リハ計画診療未実施減算は、事業所の医師がリハビリテーション計画の作成に関わる診療

を行わなかった場合に減算します。 

注６） 利用者の口腔状態の評価を実施し、利用者らの同意を得たうえで、歯科医療機関とケアマネジ

ャーにその評価結果を情報提供することで加算します 

注７） 退院前カンファレンスに当院のリハビリスタッフが参加し、在宅でのリハビリテーションに必

要な指導を共同することで加算します 

注８） 認知症を持つ利用者に対して、生活機能を改善するため 3 か月以内集中的なリハビリテーショ

ンを提供することで加算します。 

３．公的介護保険の適用がある場合には、ご利用者様は事業者に対して、サービス利用料金から保険給

付額を控除した金額（以下、「利用者負担額」とします。）を支払うものとします。 

４． 給付制限を受けた場合、居宅サービス計画を作成していない場合その他償還払いとなる場合には、

サービス利用料金の全額を、事業者にお支払い頂きます。この場合には、後日、事業者がご利用者

様に対してお渡しする、領収証及びサービス提供証明書を保険者（市区町村）の窓口に提示して承

認された後、ご利用者様には、利用者負担額分を除いた金額が払い戻されます。 

５．本契約の有効期間中、介護保険法その他関係法令の改正により、サービス利用料金又は利用者負担

額の改定が必要となった場合には、改定後の金額を適用するものとします。この場合、事業者は、

法令改正後速やかにご利用者様に対し、改定の施行時期及び改定後の金額を通知します。 

 

第１１条（キャンセル料金） 

１． ご利用者様がサービスの利用の中止（以下、「キャンセル」という。）をする際には、速やかに当事

業所まで連絡しなければならないものとします。 

 

２．ご利用者様のご都合により本サービスをキャンセルする場合には、本サービスのご利用予定日の前

営業日の午後５時までに連絡をいただけなかった場合には、下記表中のキャンセル料金を頂きます。 

但し、ご利用者様の容態の急変など、緊急かつやむを得ない事情がある場合には、キャンセル料金

は頂きません。 

連絡時期 キャンセル料金 

ご利用予定日の前営業日の午後５時まで 無料 

ご利用予定日の当日午前８時３０分まで サービス利用料金の２５％ 

ご利用予定日の当日午前８時３０分以降 サービス利用料金の３５％ 

 

※キャンセル料金は、当月分のサービス利用料金の支払いに合わせてお支払い頂きます。 

 

 

第１２条（交通費その他の費用） 

１．従業者が、ご利用者様宅を訪問する際にかかる交通費は、第３条に記載するサービス実施地域内に

お住まいのご利用者様につきましては、無料となります。 

２．第３条に記載するサービス実施地域外にお住まいのご利用者様につきましては、事業者に対して前

項に定める交通費の実費を支払うものとします。その場合の実費は､第３条に記載するサービス実施地

域を超えた地点から目的地までの区間における往復の自動車使用時の経費［20 円／km］（消費税込）、

有料道路代、通行料となります。 
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第１３条（お支払い方法） 

１.事業者は、利用実績に基づいて１ヶ月ごとにサービス利用料金を請求し、ご利用者様は原則として事 

業者の指定する支払い方法により支払うものとします。１ヶ月に満たない期間のサービス利用料金は、 

利用実績に基づいて計算した金額とします。 

２.当事業所の利用料のお支払いは、原則口座振替としております。 

利用月の翌々月 6日（6日が土日祝日の場合はその翌営業日）に指定口座から引き落とされます。 

お支払い確認後、利用者に対し領収書を発行いたします。 

 

 

第１４条（事業者及び従業者の義務） 

１．事業者及びその従業者は、サービスの提供にあたってご利用者様の生命、身体及び財産の安全に配

慮するものとします。 

２．事業者は、その従業者の清潔保持及び健康状態について必要な管理並びに設備・備品等の衛生的な

管理に努めるものとします。 

３．事業者は、サービスの提供にあたって、緊急時の連絡先として主治医を確認するなど、医師及び医

療機関等への連絡体制の確保に努めるものとします。 

４．事業者は、ご利用者様に対するサービスの提供内容について記録を作成し、作成したサービス実施

記録及び各種計画書は、５年間これを保存し、ご利用者様又はそのご家族の請求に応じてこれを開

示するものとします。 

 

 

第１５条（緊急時の対応） 

従業者は、訪問リハビリテーションを提供中に、ご利用者様の病状に急変が生じた場合その他必要

な場合には、速やかに救急隊、主治医、協力医療機関に連絡する等の必要な措置を講じるとともに、

ご利用者様緊急連絡先へご報告するものとします。 

 

 

第１６条（事故発生時の対応） 

当事業所は、ご利用者様に対するサービスの提供により事故が発生した場合には、必要な措置を講

じるとともに、ご利用者様がお住まいの市区町村、ご家族、ご利用者様にかかる居宅介護支援事業者

等に連絡を行うものとします。 

 

 

第１７条（非常災害等対策） 

事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報体制を整備し、そ

れらを定期的に当事業所の従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行う

ものとします。 
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第１８条（その他留意事項） 

１．ご利用者様及びそのご家族は、本契約で定められた業務以外の事項を従業者に依頼することはでき

ません。 

２．従業者は、サービスに伴い、一部（吸引等）を除き、医療行為を行うことはできません。 

３．ご利用者様の担当となる従業者の選任及び変更は、ご利用者様に適正かつ円滑にサービスを提供す

るため、事業者が行うものとし、ご利用者様が従業者を指名することはできませんので、予めご了承

ください。 

４．ご利用者様が、担当の従業者の変更を希望する場合には、業務上不適当と判断される事由を明らか

にして、事業所までお申し出ください。但し、業務上不適当とされる事由が無いと判断される場合に

は、従業者の変更を致しかねる場合がございます。 

 

５．サービス提供の際の事故及びトラブルを避けるため、次の事項にご留意ください。 

（１）従業者は、現金、預金通帳、キャッシュカード、印鑑、年金証書その他有価証券等は、一切お預

かりすることができませんので、予めご了承ください。 

（２）従業者に対する贈り物や飲食等のご配慮は、ご遠慮させて頂きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 7 

第１９条（苦情等窓口） 

サービスに関する相談、苦情及び要望等（以下、「苦情等」とします。）については、下記の窓口にて

対応致します。苦情等については真摯に受け止め、誠意を持って問題の解決に臨み、対応内容は、これ

を記録及び保存し、常に居宅サービス事業者としてサービスの質の向上に努めるものとします。 

（１）サービス提供事業所苦情等窓口 

苦情受付担当者 事務長 

苦情受付責任者 院長 

受 付 時 間 午前８時３０分～午後５時００分（休業日を除く） 

電 話 番 号 ０９４７－４４－０６９０ 

 

（２）事業者以外の相談窓口 

市区町村 

 

 

 

受付窓口 田川市役所 

電話番号 ０９４７－４４－２０００ 

受付窓口 香春町役場 

電話番号 ０９４７－３２－２５１１ 

受付窓口 糸田町役場 

電話番号 ０９４７－２６－１２３１ 

受付窓口 福智町役場 

電話番号 ０９４７－２２－０５５５ 

受付窓口 添田町役場 

電話番号 ０９４７－８２－１２３１ 

受付窓口 川崎町役場 

電話番号 ０９４７－７２－３０００ 

受付窓口 大任町役場 

電話番号 ０９４７－６３－３０００ 

受付窓口 赤村役場 

電話番号 ０９４７－６２－３０００ 

国保連等 
受付窓口 福岡県国民健康保険団体連合会 介護保険課 

電話番号 ０９２－６４２－７８００ 

 

第２０条（個人情報の使用等及び秘密の保持） 

１．事業者及びその従業者は、ご利用者様及びそのご家族の個人情報を、次に掲げるサービス提供のた

めに必要な範囲内において、使用、提供又は収集（以下、「使用等」とします。）させて頂くとともに、

ご利用者様及びそのご家族は、予めこれに同意するものとします。なお、個人情報の利用目的を変更

する場合には、予め通知又は公表するものとします。 

 

（１）ご利用者様にサービスを提供するために必要な場合。 

（２）ご利用者様に関わる居宅サービス計画及び介護計画の立案、作成及び変更に必要な場合。 

（３）サービス担当者会議その他介護支援専門員及び関係サービス事業所との情報共有及び連絡調整 

等のため必要な場合。 
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（４）ご利用者様が医療サービスの利用を希望され、主治医の意見を求める必要のある場合。（予め担当 

の従業者により連絡先を確認させて頂きます。） 

（５）ご利用者様の容態の変化等に伴い、ご親族、医療機関及び行政機関等に緊急連絡を要する場合。 

（６）政機関の指導又は調査を受ける場合。 

（７）サービスの質の向上を目的とした第三者評価機関による評価を受ける場合。 

（８）ご利用者様が自立した日常生活を営むことに資するよう、事業者がご利用者様に対して、事業に 

関する情報のお知らせ、宣伝物及び印刷物を送付するため。 

（９）ご利用者様が自立した日常生活を営むことに資するよう、事業所がご利用者様に対して、介護関 

連事業に関するアフターサービスを提供するため。 

（１０）サービス実施中に、写真や映像を撮影しパンフレット等に掲載させて頂く場合。 

 

２．事業者は、ご利用者様及びそのご家族の個人情報に関して、ご利用者様から開示又は訂正の要求が

ある場合には、所定の方法に従い、開示又は訂正するものとします。 

 

３．事業者及びその従業者は、サービスを提供する上で知り得たご利用者様及びそのご家族に関する事

項を、正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は、従業者退職後及び本契約終了後も同

様とします。 

 

 

第２１条（虐待の防止のための措置に関する事項） 

１．事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講じる。 

（１）虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について,従業

者に十分に周知する。 

（２）虐待の防止のための指針を整備する。 

（３）従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 

（５）事業所はサービス提供中に当該事業所・従業者又は擁護者（利用者の家族等高齢者を現に擁護す

る者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報す

るものとする。 

 

 

第２２条（研修の確保） 

１．事業所等の資質の向上のために、研修の機会を設ける 

（1）採用時研修  

ＢＣＰ等 

（2）虐待防止に関する研修年 1回 

（3）感染症に関する研修年 1回 

 

 

第２３条（事業継続計画） 

 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等にあたって、感染症や災害が発生した場合でも、利用者 

が継続して指定居宅介護支援の提供を受けられるよう、業務継続計画を策定するととも 

に、その計画に従い必要な研修及び訓練を実施するものとする。 
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第２４条（衛生管理） 

 感染症の予防及びまん延防止に努め、感染防止に関する会議等においてその対策を協議 

し、対応指針等を作成し、掲示を行う。また、研修会や訓練を実施し、感染対策の資質向 

上に努める。 
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事業者は、ご利用者様及びそのご家族に対し、本重要事項説明書により重要事項、第２０条に定める

個人情報の使用等について説明し、ご利用者様及びそのご家族はサービスの提供開始、重要事項及び個

人情報の使用等について同意しました。 

 

 

 

説 明 日    令和   年   月   日 

 

 

＜ご利用者様＞ 住 所                         

 

氏 名                       印 

 

 ＜ 代 理 人 ＞ 住 所                         

 

氏 名                       印 

         （ご利用者様との続柄        ） 

 

＜署名代行人＞ 住 所                         

 

氏 名                       印 

         （ご利用者様との続柄        ） 

 

＜ 立 会 人 ＞  住 所                         

 

氏 名                       印  

         （ご利用者様との続柄        ） 

 

＜ご 家 族＞ 住 所                         

 

氏 名                       印 

         （ご利用者様との続柄        ） 

 

 

＜事 業 所＞ 住 所  田川市大字夏吉 3638番地 

             

        名 称  社会福祉法人柏芳会田川新生病院      印    

(訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション) 

説明者                             


